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環境厚生常任委員会委員長報告  

（Ｈ２９．３．２７）  

 

環境厚生常任委員会に付託されました議案について、審

査の経過概要と結果を報告いたします。  

 

ま ず、 第２ 号議 案、 平成 ２９ 年度  亀 岡市国 民健 康保 険

事業特別会計予算は、国民健康保険被保険者の疾病等に関

して必要な保険給付を行うための経費であり、療養給付費、

高額療養費が主な内容であります。  

別段異論なく、採決の結果は、全員をもって原案可決す

べきものと決定しました。  

 

次 に、 第４ 号議 案、 平成 ２９ 年度  亀 岡市休 日診 療事 業

特別会計予算は、休日急病患者に対する診療事業を行う経

費であり、別段異論なく、採決の結果は、全員をもって原

案可決すべきものと決定しました。  

 

次 に、 第６ 号議 案、 平成 ２９ 年度  亀 岡市介 護保 険事 業

特別会計予算は、介護サービス給付事業及び介護予防事業

を 行う ため の経 費が 主な もの であ りま す。 別段 異論 なく 、
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採決の結果は、全員をもって原案可決すべきものと決定し

ました。  

 

次 に、 第７ 号議 案、 平成 ２９ 年度  亀 岡市後 期高 齢者 医

療事業特別会計予算は、後期高齢者医療制度に伴う事業を

行 う た め の 後 期 高 齢 者 医 療 広 域 連 合 納 付 金 が 主 な も の で

あり、別段異論なく、採決の結果は、全員をもって原案可

決すべきものと決定しました。  

 

次 に、 第１ ２号 議案 、平 成２ ９年 度  亀岡市 病院 事業 会

計予算は、医業費用が主な内容であり、別段異論なく、採

決の結果は、全員をもって原案可決すべきものと決定しま

した。  

 

次 に、 第４ ６号 議案 、印 鑑条 例の 一部 改正 につ いて は 、

個人番号カードを活用して、コンビニエンスストアで印鑑

登録証明書等が取得可能となったことに伴い、市庁舎に設

置 さ れ て い る 印 鑑 登 録 証 明 書 自 動 交 付 機 の 運 用 を 終 了 す

るため、規定整備を図るものであります。  

採決に先立ち、個人番号カードにはさまざまな問題点が

あり、自動交付機が多数利用されている状況から考えても、
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早急に改正する必要はないとの反対討論が、また、賛成討

論として、この議案は自動交付機を廃止するという内容で

あり、マイナンバーカードに問題があるからといって反対

しても意味がないとの意見がありました。  

採決の結果は、多数をもって原案可決すべきものと決定

しました。  

 

次に、第４７号議案  介護保険条例の一部改正について

は、介護保険法施行令の一部改正に伴い、平成２９年度の

介護保険料の段階の判定に関する基準について、現行の所

得指標である合計所得金額から、長期譲渡所得  及び  短期

譲 渡 所 得 に 係 る 特 別 控 除 額 を 控 除 し た 額 を 用 い る こ と が

できる特例を設けるものであり、別段異論なく、採決の結

果は、全員をもって原案可 決 すべ き も の と 決 定し ま し た 。 

 

次に、第４８号議案  指定地域密着型サービスの事業の

人員、設備及び運営に関する基準等を定める条例の一部改

正については、指定居宅サービス等の事業の人員、設備及

び運営に関する基準の一部改正に伴い、指定地域密着型サ

ービスの事業の人員、設備及び運営に関する基準等を改め

るものであり、別段異論なく、採決の結果は、全員をもっ
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て原案可決すべきものと決定しました。  

 

次に、第７４号議案  国民健康保険条例の一部改正につ

いては、国民健康保険法施行令等の一部改正に伴い、保険

料を減額する基準のうち、５割軽減基準及び２割軽減基準

の 軽 減 対 象 と な る 所 得 判 定 の 基 準 額 を 引 き 上 げ る こ と 等

の 改正 を行 うも ので あり 、別 段異 論な く、 採決 の結 果は 、

全員をもって原案可決すべきものと決定しました。  

 

以上、簡単でありますが、本委員会の報告といたします。 
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【会場でお答えできなかったご意見・要望などの回答】 

 

 

◇意見・要望などの概要（畑野４） 

 

亀岡駅前のイオン、西友の立体駐車場のアスベストに関して、指導はされないのか。 

 

 

◆ご意見への回答 

 

建築基準法第１２条に基づき、事業所は３年に１度、アスベストの使用の有無を含む

報告を、京都府南丹土木事務所に対して行うこととなっています。 

もしアスベストが使用されている場合は、京都府により、剥離や吹付塗装等の指導が

行われることとなります。 

 

 



平成２９年度　環境厚生常任委員会　視察先提案一覧

提案者
都道府県
市区町村

人口
（28.6.1）

テーマ 内　　　　　容

馬場委員
神奈川県
横浜市

3,736,491
子どもの
貧困

①市民アンケート（6000世帯）
②対象者アンケート（生活保護、児童扶養手当受給世
帯等）
③支援者ヒアリング（施設やＮＰＯ法人等）

馬場委員
東京都
足立区

680,670
子どもの
貧困

・学校を通じたアンケート調査
・子どもの貧困対策本部設置
・未来へつなぐあだちプロジェクト（子どもの貧困対策
実施計画）策定
・役所の相談窓口同士の連携のため情報共有書類「つ
なぐシート」を作成

齊藤委員
長野県
下條村

3,852
子育て世代
の支援

・出生率2.03
・子育て世代にやさしい環境づくり
・若者定住促進住宅の建設（村単独事業）
・出産、入学時の祝い金、高校生まで医療費無料

平本委員
鳥取県

江府町
3,137

待機児童の
解消

・保育料の無償化
・高校生への通学定期券の補助

平本委員 群馬県 保育士確保 ・高校生を対象とした「保育の魅力体験ツアー」開催

※下條村の人口はＨ２９．２．１時点、江府町のデータはＨ２７．１２．３１時点

その他
栃木県
小山市

166,594
子どもの
貧困

・Ｈ２７．３月に子どもの貧困撲滅５カ年計画を策定
・子ども貧困撲滅支援センターを公民館５カ所に設置
・貧困状況の家庭へ訪問して支援
・学びの教室、生活応援事業
・食事や入浴、学習の支援を行う要支援児童生活応援
事業
・緊急給付金等（生計費、食料、生活用品）
・フードバンクと連携し食料支援

その他
兵庫県
明石市

298,073
子どもの
貧困

・離婚時の養育費等取り決め
・児童扶養手当の毎月支給
・貧困家庭だけでなくすべての子どもたちを対象とした
施策

その他
大阪府
箕面市

135,847
子どもの
貧困

・「子どもの成長見守り室」で子どもの成長を定点観測
し、見守りデータベースを構築。対象者を継続的に見
守る。

※

こうふ
※


